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序章 調査概要と報告書の構成 

 

序章では、0.1 節で本件調査の概要について述べ、0.2 節で本報告書全体の構成と利用

の手引きを示した。また、0.3 節では、この報告書の中で使用されているアルファベ

ットの略語表記の正式名称と日本訳の一覧表を示した。 

 

0.1 調査の概要 

0.1.1  調査の目的 

JICA 鉱工業開発調査部が過去に実施した開発調査の環境配慮について解析するとと

もに、国際機関や他国の援助機関の環境配慮に係る動向についての情報を収集し、環

境配慮の実施についての今後の方向性の検討を行う。 

 

収集された情報と分析の結果、およびそれに基づく留意事項の提言内容は、鉱工業開

発調査部における環境配慮ガイドラインの改訂のための基礎資料として用いるほか、

日常業務において、他の組織の環境配慮に関する活動についての資料として用いられ

る。 

 

0.1.2  調査の背景 

(1) 1985 年 6 月に OECD 理事会は、開発援助プロジェクトおよびプログラムに係る環

境アセスメント（EIA）に関する勧告を出し、DAC 加盟国が開発途上国に対する

開発援助プロジェクトで EIA を実施する際に留意すべきガイドラインの整備を求

めた。 

(2) 上記勧告に対応するため、当事業団は、1990 年に環境面で配慮・準備すべき諸事

項を中心とした「ダム建設計画に係る環境配慮ガイドライン」を作成して以来、

1994 年までに 20 セクターの環境配慮ガイドライン（主として事前調査団用）を整

備した。また、1992 年度以降、環境配慮団員の予算が確保され、環境配慮を必要

とする全開発調査案件に環境配慮団員の参加が可能となり、環境配慮を重ねつつ

ある。 

(3) 現在、社会・経済インフラ整備計画、農業開発に係る環境配慮ガイドラインの第

１版については、全分野の共通部分（概説部分）の見直しおよび、分野別ガイド

ライン個々の見直しの必要性やその具体的な手法について検討するためのプロジ
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ェクト研究が、企画・評価部と社会開発調査部の合同で進められている。 

(4) 鉱工業開発調査部では、工業開発、鉱業開発、火力発電の３セクターについてガ

イドラインを作成しているが（執務マニュアル）、上記（3）の動きに合わせて、

鉱工業開発調査部全体の環境配慮ガイドラインを見直す必要性の有無と、見直し

の方向性を検討するための基礎情報が必要だと考えられた。そのため、鉱工業開

発調査部が実施した開発調査の環境配慮実績の調査を行い、他の援助機関および

国際機関の環境配慮に係る動向を調べる計画が立てられた。   

 

0.1.3 調査の範囲 

国際機関や他国の援助機関の環境配慮に係る動向については、環境配慮体制に関わる

一般事項（特に EIA の定義やガイドライン整備状況、実施対象、組織の実施体制、業

務資格要件）、配慮手順に関わる事項（フロー図、初期段階から代替策、影響緩和策、

モニタリング・評価段階まで）、被援助国に関わる事項（社会的合意形成、EIA の実施

能力形成、環境基準）、その他の事項（越境および地球環境問題、再生可能エネルギー、

鉱工業分野の特記事項など）を調査内容として、情報を収集した。また、主として現

地調査の結果に基づき、調査対象機関の鉱工業分野における活動の概要について、特

記すべきものをとりまとめた。 

 

JICA 鉱工業開発調査部が過去に実施した開発調査の環境配慮については、現行の環境

配慮ガイドラインが整備された前後の時期も含まれるように、1990 年度から 1999 年

度までに同部で実施された諸セクターの調査を対象とした。調査対象とした資料は、

予備調査および事前調査などの初期調査報告書、本格調査の最終報告書一式、また環

境配慮調査に対する実績投入量を知るために、閲覧の可能な契約書類である。 

 

0.1.4 調査の方法 

国際機関や他国の援助機関の環境配慮に係る調査については、国内における資料調査、

駐日事務所の所有情報の調査、各機関の HP 情報調査、有識者インタビュー（JICA お

よび JBIC の専門家）および、対象機関の該当部署の現地調査を実施した。現地調査

に際しては、前記「0.1.3 調査の範囲」に示した事項の抽出を行い、予め共通質問書

を作成すると共に、個々の機関向けの質問書も作成した。このようにして、多機関の
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環境配慮活動に関して、共通の重要事項が一覧比較できるような形式とした。 

 

注） 北米ワシントン地区（USAID、USEPA、世銀、IDB、WRI）とフィリピン（ADB、DENR）の現

地調査については、社会開発調査部で実施された環境配慮ガイドラインに関する類似調査と同時

期になったため、合同調査として実施した。 

 

JICA 鉱工業開発調査部の環境配慮の実績調査については、社会開発調査部と農林水産

開発調査部の開発調査における環境配慮について 1998 年度プロジェクト研究でなさ

れた実績調査の調査書式を参考にして、代替案検討、事前調査の到達点、社会配慮調

査などの事項を追加して作成した（この書式による調査の対象については、「0.1.3 調

査の範囲」を参照）。 

 

国際機関および他の援助機関の調査結果と、JICA 鉱工業開発調査部の実績調査に基づ

き、同部および JICA において今後重点的な強化を図ることが望ましいと考えられる

課題を整理し、直ちに強化実施が望まれる方向性（５案）と中長期的な強化方策（２

案）に分け、それぞれ代替案の形でとりまとめた。 

 

0.1.5 調査団員の構成 

作業監理  山田良春 JICA 鉱工業開発調査部計画課 

環境評価１ 佐阪剛  アイ・シー・ネット株式会社 

環境評価２ 木下敦子 日本オイルエンジニアリング株式会社 
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0.1.6  調査の日程 

(1) 欧州地域調査 

日順 日 付 行  程 宿泊地 

1 12/5（日） 団員移動（成田発 12:20 ｽﾄｯｸﾎﾙﾑ着 19:45） ｽﾄｯｸﾎﾙﾑ 

2 12/6（月） 
団内打合せと SIDA 図書室 
ｽｳｪｰﾃﾞﾝ国際開発協力庁(SIDA）/ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰと経済協力部 

ｽﾄｯｸﾎﾙﾑ 

3 12/7（火） 
団員移動（ｽﾄｯｸﾎﾙﾑ発 11:00 ﾛﾝﾄﾞﾝ着 12:45） 
JICA ﾛﾝﾄﾞﾝ事務所で打合せ 

ﾛﾝﾄﾞﾝ 

4 12/8（水） 
英国国際開発省（DFID）/環境政策部 
団員移動（ﾛﾝﾄﾞﾝ発 18:00 ﾊﾟﾘ着 20:10） 

ﾊﾟﾘ 

5 12/9（木） 
JICA ﾊﾟﾘ事務所で打合せ 
ﾌﾗﾝｽ開発庁（AfD）/政策と調査研究部 

ﾊﾟﾘ 

6 12/10（金） 
経済開発協力機構 /開発援助委員会（OECD /DAC) 
EC センター図書館 

ﾊﾟﾘ 

7 12/11（土） 
団内打ち合わせ 
資料整理 

ﾊﾟﾘ 

8 12/12（日） 調査記録整理 
 

ﾊﾟﾘ 

9 12/13（月） 
国連環境計画（UNEP) /技術・産業・経済部 
団員移動（ﾊﾟﾘ発 17:15 ｼﾞｭﾈｰﾌﾞ着 18:20） 

ｼﾞｭﾈｰﾌﾞ 

10 12/14（火） 
国連欧州経済委員会（UNECE）/環境と人間居住課 
国連環境計画（UNEP）/環境情報・ｱｾｽﾒﾝﾄ・早期警告部     

ｼﾞｭﾈｰﾌﾞ 

11 12/15（水） 
国際自然保護連合（IUCN）本部 /経済ｻｰﾋﾞｽ室 
世界保健機構（WHO）/環境衛生専門家ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

ｼﾞｭﾈｰﾌﾞ 

12 12/16（木） 
団員移動（ｼﾞｭﾈｰﾌﾞ発 09:45 ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ着 11:10 ） 
ドイツ復興金融公庫（KfW）/開発協力のセクター政策部 

ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ 

13 12/17（金） 
ドイツ技術協力公社(GTZ) /EIA ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、環境管理部門 
団員移動（ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ発 20:50  

機中泊 

14 12/18（土）               →成田着 16:05）  

注 1）面談者リストは別冊附属資料の 1.4 とした。 

注 2）調査団員 3 名とも、全行程を共にした。
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(2) 北米地域調査 

日順 日 付 行  程 宿泊地 

1 1/19（水） 
団員移動（成田発 12:20 ｼｶｺﾞ着 08:40） 
    （ｼｶｺﾞ発 13:10 ｵﾀﾜ着 15:57） 

ｵﾀﾜ 

2 1/20（木） 
カナダ国際開発庁（CIDA) /環境ｱｾｽﾒﾝﾄと遵守室 
カナダ国際開発庁（CIDA) /鉱業セクター担当者 

ｵﾀﾜ 

3 1/21（金） 団員移動（ｵﾀﾜ発 12:15 ﾜｼﾝﾄﾝ着 13:45） ﾜｼﾝﾄﾝ 

4 1/22（土） 資料および調査記録の整理 ﾜｼﾝﾄﾝ 

5 1/23（日） 
社会開発調査部調査団ﾜｼﾝﾄﾝ着（*1/27 まで合同調査） 
団内打合せ、社調調査団と打合せ 

ﾜｼﾝﾄﾝ 

6 1/24（月） 
米国国際開発庁（USAID）* /環境と天然資源室 
米国環境保護庁（USEPA）* /連邦活動、執行と遵守保証室 

ﾜｼﾝﾄﾝ 

7 1/25（火） 
大雪のため面談予定がキャンセル（TNC） 
資料および調査記録の整理 

ﾜｼﾝﾄﾝ 

8 1/26（水） 
世界銀行（WB）* /アフリカ地域局・環境担当 
世界銀行（WB）* /東アジア及び太平洋地域局・環境担当 
世界銀行（WB）* /環境局 

ﾜｼﾝﾄﾝ 

9 1/27（木） 
米州開発銀行（IDB）* /環境課 
世界資源研究所(WRI) * /国際協力担当、生物資源ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ担当 
団員移動（ﾜｼﾝﾄﾝ発 17:30 ﾆｭｰﾖｰｸ着 18:40） 

ﾆｭｰﾖｰｸ 

10 1/28（金） 
団内打合せ 
国連開発計画（UNDP) /持続可能なエネルギーと環境課 

ﾆｭｰﾖｰｸ 

11 1/29（土） 団員移動（ﾆｭｰﾖｰｸ発 12:10  機中泊 

12 1/30（日）               →成田着 16:10）  

注 1）面談者リストは別冊附属資料の 1.4 とした。 

注 2）調査団員 3 名とも、全行程を共にした。 

注 3）＊印のついたものは、社会開発調査部の調査団との合同調査。 
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(3) アジア地域調査 

日順 日 付 行  程 宿泊地 

1 2/15（火） 団員移動（成田発 11:00 ﾊﾞﾝｺｸ着 15:55） バンコク 

2 2/16（水） 
JICA タイ事務所打合せ 
タイ・科学技術産業省 /環境質向上局 
タイ・科学技術環境省 /環境政策計画局 

バンコク 

3 2/17（木） 
タイ環境研究所（TEI）/ﾋﾞｼﾞﾈｽと環境、都市化と環境ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
タイ工業用水技術研究所（IWTI）/JICA 専門家 

バンコク 

4 2/18（金） 
国連環境計画(UNEP) /アジア太平洋地域事務所 
ESCAP 図書室資料収集、JICA タイ事務所報告 

バンコク 

5 2/19（土） 団員移動（ﾊﾞﾝｺｸ発 11:00 ﾏﾆﾗ着 15:15） マニラ 

6 2/20（日） 
社会開発調査部調査団ﾏﾆﾗ着（*2/23 まで一部合同調査） 
団内打合せ、社調調査団との打ち合わせ 

マニラ 

7 2/21（月） 
JICA フィリピン事務所で打合せ* 
JICA 山田専門家（環境天然資源省）と打合せ* 
JICA 産業廃棄物プロジェクト形成調査団と打合せ 

マニラ 

8 2/22（火） 
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ・環境天然資源省* /環境管理局 
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ・貿易産業省 /投資委員会の環境室 

マニラ 

9 2/23（水） 
アジア開発銀行(ADB)* /環境社会開発室の環境課 
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ開発銀行(PDB) /産業再編局の環境管理室 

マニラ 

10 2/24（木） 
JICA ﾌｨﾘﾋﾟﾝ事務所報告 
日本大使館報告 

マニラ 

11 2/25（金） 団員移動（ﾏﾆﾗ発 09:00 成田着 13:55）  

注 1）面談者リストは別冊附属資料の 1.4 とした。 

注 2）調査団員 3 名とも、全行程を共にした。 

注 3）＊印のついたものは、社会開発調査部の調査団との合同調査。 
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0.2 報告書の構成と利用の手引き 

この報告書は、本編、本編添付資料および、別冊付属資料から成っている。 

 

本編は第１章、第２章、第３章、および付表１～３から成っている。本編各章の冒頭

に、その章の構成内容を簡単に紹介する文を載せた。第１章は、鉱工業分野の開発援

助における環境配慮の国際的な現状と動向を示したものである。第２章は、JICA 鉱工

業開発調査部の実施する開発調査における環境配慮調査の実績を調べ、その結果を分

析したものである。第３章は、第１章と第２章の結果に基づき、本報告書のまとめの

章としている。今後、JICA と鉱工業開発調査部が環境配慮の実施強化策を図っていく

上で、重点課題としうる事項の候補を、代替的に提示した。本編の末尾には、３種類

の付表をつけて、環境配慮に関する簡明な情報源（主要機関の環境配慮比較表、イン

ターネット上のホームページ一覧、ガイドラインの種類別一覧）とした。もちろん、

世界中全ての HP サイトやガイドライン類を一覧することはできないが、この調査で

訪問した機関を中心に、関係する重要情報は納めている。 

 

本編添付資料として、第２章の分析の基礎となった実績調査票を本編に付した。1990

年度から 1999 年度までに実施された開発調査の中で、ガイドラインが作成されている

セクターおよび環境配慮に関するガイドラインの整備対象になる可能性のあるセクタ

ーから選択された計 41 件である（水力発電 14 件、エネルギー（火力発電、送配電、

ガス･石炭･石油、新･再生エネルギー）9 件、工業一般 7 件、鉱業と各種工業（鉄鋼･

非鉄金属、機械工業など）11 件）。 

 

別冊付属資料として、現地調査に関する文書（現地調査に使用した質問書類、現地調

査記録、面談者リスト、現地で受領した参考資料、収集資料リスト）をまとめた。質

問書（Questionnaire）は、各機関共通に使用した共通版と、各機関別に使用したもの

を示している。特に、現地調査記録は訪問機関別に面談調査内容を整理したものであ

り、第１章の基礎資料となっており、機関別の環境配慮実施フローチャートや、プロ

ジェクトの環境配慮カテゴリー分類なども含まれる。時間に余裕がある時に、詳細な

内容の確認に役立てて頂きたい。   
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0.3 略語表 

 

機関名   
ADB  Asian Development Bank アジア開発銀行 
AfD  Groupe Agence Française de Développement フランス開発庁 
AfDB  The African Development Bank Group アフリカ開発銀行 
CIDA  The Canadian International Development Agency カナダ国際開発庁 
DENR/EMB  Environment Management Bureau, Department of Environment and Natural 

Resources  環境天然資源省、環境管理局／フィリピン共和国 
DFID  Department for International Development 英国国際開発省 
EBRD  The European Bank for Reconstruction and Development 

 欧州復興開発銀行 

ESCAP  United Nations Economic and Social Commission for Asia and the Pacific  
 国連・アジア太平洋経済社会委員会 

EU  European Union  ヨーロッパ連合 
GTZ  Deutsche Gesellschaft für Technische Zusammenarbeit ドイツ技術協力公社 
Haribon  Haribon Foundation ハリボン財団 
IAIA  International Association for Impact Assessment 国際影響評価学会 
IDB  Inter-American Development Bank 米州開発銀行 
IIED  International Institute for Environment and Development 国際環境開発研究所 
IUCN  The World Conservation Union 国際自然保護連盟 
JBIC  Japan Bank for International Cooperation 国際協力銀行／日本 
KfW  Kreditanstalt für Wiederaufbau 復興金融公庫／ドイツ 
MOSTE/OEPP  Ministry of Science, Technology and Environment, Office of Environmental 

Policy and Planning 科学技術環境省、環境政策・計画局／タイ王国 
OECD/DAC  Development Assistance Committee, Organisation for Economic Co-operation 

and Development 経済協力開発機構／開発援助委員会 
SIDA  Swedish International Development Cooperation Agency 

 スウェーデン国際開発協力庁 

TEI  Thailand Environment Institute タイ環境研究所 
TNC  The Nature Conservancy ネイチャー・コンサーバンシー 
UNDP  United Nations Development Programme 国連開発計画 
UNECE  UN Economic Commission for Europe 国連欧州経済委員会 
UNEP  United Nations Environment Programme 国連環境計画 
USAID  U.S. Agency for International Development 米国国際開発庁 
USEPA  U.S. Environmental Protection Agency 米国環境保護庁 
WB  The World Bank 世界銀行 
WRI  The World Resources Institute 世界資源研究所 
WWF  World Wide Fund For Nature 世界自然保護基金 
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用語   
BHN  Basic Human Needs ベーシック・ヒューマン・ニーズ 
EA  Environmental Assessment 環境アセスメント 
ECC  Environmental Compliance Certificate 環境遵守(適合)証明 
EIA  Environmental Impact Assessment 環境影響評価 
EIS  Environmental Impact Statement 環境影響評価書 
EMAS  Environmental Management and Audit Scheme  EU環境管理監査スキーム 
F/S  Feasibility Study フィージビリティ・スタディ 
ID/OS  Institutional Development and Organizational Strengthening 

 組織開発・強化手法 

IEE  Initial Environmental Examination 初期環境調査（初期環境評価） 
ISO  International Standard Organization 国際標準化機構 
M/P  Master Plan Study マスタープラン・スタディ 
NEPA  National Environmental Policy Act 国家環境政策法／米国 
PCM  Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・マネージメント 
PRA  Participatory Rural Appraisal 参加型社会調査法 
RRA  Rapid Rural Appraisal 簡易農村調査法 
S/W  Scope of Work スコープ・オブ・ワーク（実施細則） 
SEA  Strategic Environmental Assessment 戦略的環境アセスメント 
TOR  Terms of Reference 要請書 
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